
農業経済学の変遷　

　報告者が専門とする農業経済学は、農村の発展経路を考

察し、農村の幸福を増進することを目的とする。地代論に

代表される剰余（土地純収益）の再分配や、財政出動を伴

う農業保護政策は、家族経営体である農家を守り、貧困を

脱する制度・政策の理論的根拠となった。速水(1)は、1880

年～1980年の日本・米国の農業の総合生産性が同じである

こと、その一方で日本では土地生産性が上昇し、米国では

土地・労働比率（土地整備率）が上昇するという技術進歩

のバイアスが存在することを明らかにした。投入要素の制

約と技術進歩の方向性の一致を説く誘発的技術進歩論は、

人口爆発によって一人あたり農地 ―すなわち、一人当たり 

食糧生産量―が急速に減少しつつある途上国においても

「適切な政策誘導によって技術進歩を導けば食料問題を解

決できる」可能性を示したものとして有名である。

　しかし、農業経済学の学問的役割は21世紀に入り転換期

を迎えている。従来的な生産関数分析による技術進歩論や、

利潤分配に関する構造分析から、契約理論に基づく合理的

行動モデルへの転換が必要になったのである。そうした分

析のフレームワークのもとでは、ゲームのプレイヤーとし

ての農業経営者・労働者・農地所有者による最適な投資・

生産のプロセスを、リスク変数を明示的に含む形で分析で

きる生産モデルの構築が求められている。

　経済学以外の知見を利用した分析も重要となる。地球規

模での気候変動等の影響も生産の議論においては避けられ

なくなってきた。これらの解析には学際的プロジェクトに

よる研究体制が不可欠である。

現代日本農業の変化

　また、高齢零細農家の退出は拍車がかかり、点在する農

地を効率的に経営する先進的な経営者が各地に出現するよ

うになった。図１は、全国の経営耕地面積規模別の農地集

積割合を示したものである。すでに全農地の57.8％が、５

ha以上の規模を持つ経営体に耕作されている。20ha以上の

経営耕地面積を持つ経営体に絞っても、その経営面積は

37.4％に及ぶ。「全農地の３分の１は大規模経営者が耕作す

る」という状態は、既に10年近く続いている。

　まだまだ零細農家が多数農村に存在していることは事実

である。しかし、農業経営者＝農業従事者＝農地所有者と

いう構図は、農村では確実に崩壊しつつある。経営体の実

績として、農産物販売金額規模別農業経営体数の増減率を

図２に見る。

　米価の低落や円安や資材価格の高騰、電気代の値上げに

よる費用負担の増大など、農業経営の収支は必ずしも好転

しているわけではない。しかし、農業経営者の将来性を見

るとき、5000万円以上の売上を挙げられるかどうか、とい

う点が分岐点になりつつある。

　インタビュー調査では、農業経営者が目指すものは「地

域内の農産物を集積し、流通・加工業者と交渉する商人」

だという声を聴いた。日本の農業は、手間暇をかけ、磨か

れた技によって高品質な少数のブランド品を売り込む、と

いうイメージを持っている向きも多いだろう。しかし、大

規模化し、非熟練労働者を雇用する現代の大規模農家は、
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図１　全国の経営耕地面積規模別の経営耕地面積集積割合

出典：農林水産省（2015）（２）

図２　農産物販売金額規模別農業経営体数の増減率

出典：農林水産省（2015）（２）

－ 131 －

人間科学研究　Vol.29, No.1（2016）
「人間科学研究交流会」報告



「農業をプロの要らない仕事にしたい」「１俵7500円で黒字

が出る農業にしたい」ということを口にする。研究者の常

識を大きく超えて、農業経営の実態は変化しているのであ

る。彼らの求める「技術がなくてもできる農業」の実現に

は、ICT技術や巨大貯蔵施設など従来想定されていなかっ

た設備投資も必要となっている。

　こうした急激な農業構造の変化から残される条件不利地

域での農業の将来像も模索されている。こちらも法人化が

進められているが、低価格戦略には乗りづらく、「補助金の

受け皿」としての側面も否定出来ない。

　そうした経営体では、収益性だけではなく、公益的側面

からその意義を捉える必要がある（3）。柏（2002）では、平

坦地の大型圃場で収益を上げつつ、条件不利地域を預かる

といった戦略や、６次産業化で地域内雇用を行うほか、将

来の就農希望者を働かせる“インキュベーション機能”な

どを果たす経営体の事例が報告されている。

研究経歴の相対化

　報告者は、問題解決型研究のアプローチを持って研究を

行ってきた(4)。

　研究の自己評価としては、まず農村における住民の行動

プロセスの解明に貢献できた点を挙げる。日本型水社会の

変容過程について、新たに発生する農地貸借ネットワーク

の意義を肯定的に評価することができた。第二は、問題解

決への寄与である。研究上、重要性を確認したネットワー

ク上のハブとなる人物によるワークショップを開催した。

それらの社会実験的プロセスを通じて、情報が効果的に伝

達される過程を確認することができた。成果物も、合意形成

のマニュアルの一例(5)として公表されている。第三に、農

業土木学の研究者とともにデータの解析や投資対象の評価

を議論してきたという学際性を挙げたい。

　博士課程終了後は、農業水利サービスの普及と評価に関

する研究に従事した。農業の大規模化に対応し、水管理コ

ストの削減と、農業用水の多面的機能と両立する需要主導

型サービスの開発が求められている。報告者は、農業工学

研究者と協働し、開発された湛水深情報サービス・土地改

良区の苦情処理サービス・画像処理システムを使ったワー

クショップを受益地域住民に対して実施した（6）。農業情報

サービスの発達は、農業生産物をマスプロダクツとは異

なった価値で評価する視点を与える可能性を持っており、

これは今後の課題でもある。

農業経済学の人間科学的再検討

　報告者は、人間科学の観点から、農業経済学の課題に対

する３つの新たな視座を得ることを目標にしている。

　第一は、環境制約を意識した農業生産の分析である。気

象学・作物学を専攻する同僚助教と協同し、「取引価格を考

慮した気候変動に伴うコメのポートフォリオの将来予測」

の研究を企画している。具体的には、気候変動への日本農

業における対応と、経済構造の制約の影響を包括的に考慮

し、安定的かつ経済合理的な食料供給システムを考えるこ

とが目標である。

　こうした具体的な共同研究の積み重ねから、従来の専門

領域を超えた人間科学らしい研究の形を模索したい。

　第二は、規模拡大によって生産性を高められる平地に対

して、“取り残される危険性”を持つ条件不利地域を評価す

る基準の構築である。この点は、環境経済学を専門とする

連携教員との共同研究で知見を深めたいと考える。生産性

では不利としても、環境面での外部経済性を有する条件不

利地域での農業のあり方は、生産性の向上とは異なる視点

からの分析が不可欠である。

　最後は、日本農業の展開過程を踏まえたうえで、現在の

農業構造の変動を説明できるようになることである。経路

依存性を考慮した農村の行方の解明は簡単ではないが、常

に意識しておきたい目標である。
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